
（ ）

1,739

一般会計

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

1,739 0

活動指標

1739/
145

28年度活動見込

11.7 11.9 12.2

調査研究事業の件数
件

％

1,491

国の政策課題に即して設定
した全調査研究課題（テー
マ）数に対し、１件以上採択
する

実施方法

事業番号

老人保健健康増進等事業 担当部局庁 老健局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 総務課 総務課長　日原　知己

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

社会保障

-

1,563

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

地方公共団体、民間団体に対し介護保険制度の適正な運営・周知や高齢者保健福祉施策の推進に寄与する調査研究事業に係る公募を行い、外部の有識
者により構成される評価委員会の審査結果に基づき、予算の範囲内で補助金を交付。

○補助率：10/10

- -

1,590

- -

- -

国の政策課題に即して設定
した全調査研究課題（テー
マ）数に対し、１件以上採択
した調査研究課題数の割合

25年度

1,376

単位

単位当たりコスト＝　X　／　Y

X：「総執行額（百万円）」
Y：「総事業件数」

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

- -

補正予算

百万円

1,491/
125

28年度当初予算

平成２年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

高齢者の介護、介護予防、生活支援、老人保健及び健康増進等に関わる先駆的、試行的な事業等に対し助成を行い、もって、老人保健福祉サービスの一層
の充実や介護保険制度の適正な運営に資することを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

課題数
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

％

平成２８年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

1,590 1,491 1,376 1,739 0

1,491 1,376

執行率（％） 98% 100% 100%

単位

135 124 115

計算式 　X　/　Y

12

1,563/
133

26年度

1376/
113

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

歳出予算目

　 0789

年度28

-

96

-

老人保健健康増進等事業の実施について（平成15年5月21日
老発第0521001号厚生労働省老健局長通知）
老人保健事業推進費補助金（老人保健健康増進等事業分）
の国庫補助について（平成15年6月9日厚生労働省発老第
0609001号厚生労働事務次官通知）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

93 98

96

103 96

96

97 -

-

-

- -

1,739

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

110

96

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

133 125 113 -

145

29年度要求 主な増減理由

25年度

計

老人保健事業推進費等補
助金

-



高齢者の介護、介護予防、生活支援、老人保健及び健康増進等に関わる先駆的、試行的な事業等に対し助成を行うことにより、老人保健福祉サービ
スの一層の充実や介護保険制度の適正な運営に資する。

K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

-

目標最終年度

-

-

目標値

中間目標

年度

36,599 43,106 55,521 -

計画開始時
27年度 28年度

-

- - -

単位

達成度

年度

- -

目標値 箇所

K
P
I

(

第
一
階
層

） - -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-

- -

％

中間目標

目標値 ％

成果実績

26年度
目標年度

- 年度 28 年度

27

-

年度 年度

％ -

- - 283 - -

目標値 団体 -

回実績値

-

％ 6 6 - -

定量的指標 単位 25年度 27年度
中間目標

単位

-

29,007 29,978 - -

目標値

介護予防に資する住民の自主活動の実施会場数
（平成２７年度の数値は集計中）
（目標値は前年度以上）

29,007 29,978

介護予防・日常生活支援総合事業実施保険者数
（平成２８年度の目標は前年度以上）

実績値 団体

100

達成度 ％ -

改革
項目

分野： 社会保障 ⑦　在宅や介護施設等における看取りも含めて対応できる地域包括ケアシステムを構築

26年度 27年度

55,521

ＫＰＩ
（第一階層）

地域包括ケアシステム構築のために必要な介護インフラ
に係る第６期介護保険事業計画のサービスの見込み量
に対する進捗状況（小規模多機能型居宅介護、看護小
規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問介
護看護）

- -

114 283

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

高齢者の介護、介護予防、生活支援、老人保健及び健康増進等に関わる先駆的、試行的な事業等に対し助成を行うことにより、老人保健福祉サービ
スの一層の充実や介護保険制度の適正な運営に資する。

-

- 28 年度
定量的指標 25年度

年度 - 年度 29 年度

介護予防・日常生活支援総合事業の実施保険者

成果実績 ％ 6 6 - - -

個別ケースを取り扱った地域ケア会議の開催回数
（平成２７年度の数値は集計中）
（目標値は前年度以上）

29

回 -

1,579

- -

-

目標年度

28 年度 29 年度

実績値 箇所 43,106

施策 高齢者の介護予防・健康づくりを推進するとともに、生きがいづくり及び社会参加を推進すること（施策目標Ⅸ－３－１）

政策 基本目標Ⅸ　高齢者ができる限り自立し、生きがいを持ち、安心して暮らせる社会づくりを推進すること

定量的指標 単位 25年度 26年度 27年度

測
定
指
標

-

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

27

- 100

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

27 年度 - 年度 - 年度

在宅サービス利用者割合
（目標は「見える化」）

成果実績 ％ - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



・事業の主たる目的である事務の大部分を委託するものは原
則採択しないこととしている。

・国の政策課題に即して毎年度調査研究課題を設定している
こと、全国規模で行われる事業もあることから、地方自治体や
民間に委ねることは困難である。

○

評　価項　　目

・本事業は介護保険制度の適正な運営等に資するものであ
り、国の政策課題に即しているため、国費投入が適当であ
る。

障害者総合福祉推進事業

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

○

・本事業の成果物は、老人保健福祉サービスの一層の充実
や介護保険制度の適正な運営のために活用されている。

527

810

平成23年度

○

・通常、事務所に備えている備品については補助対象外とす
るなど真に必要なものに限定して公募を行っている。

○

・第三者委員会による評価に基づき、調査研究事業を採択し
ている。

○

点検結果

823

433

外部有識者の所見

改善の
方向性

平成22年度において、より一層の適正化を図るため以下の見直しを行ったところであり、引き続き適正な事業実施に努めてまいりたい。
また、限られた予算額の中で、より多くの成果を引き出せるよう効果的に事業選定を行ってまいりたい。

（平成22年度の見直し）
○事業完了後に評価委員会を実施し、専門家の視点から事業の成果に係る事後評価を導入。なお、実施成果が著しく不良であった事業の実施
主体が申請する翌年度の事業は補助対象外とすることとした。
○評価委員会の下に会計の専門家により構成される専門審査分科会を設置し、応募のあった法人の財務状況を審査。
○事業の実施主体から次の二つを対象外とした。
　①申請する前年度における法人としての事業実績がない又は良好な運営がなされていない法人
　②過去に不正を行った法人で５年を経過していない法人

・平成27年度実施事業の採択にあたっては、実施主体が前年度に行った事業に対し、外部評価委員等による事後評価を行い、結果が不良で
あった団体について事業の採択を行わないこととした。

・平成27年度における全調査研究課題数に占める採択件数の割合は97%と高水準を維持しており、介護保険制度の適正な運営に資する調査研
究に対し、効果的に予算執行を行うことができている。

○

平成26年度

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

無

平成25年度

480

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

・本事業は介護保険制度の適正な運営等に資するものであ
り、今後も高齢化が進んでいく状況の中で、優先度は高い。

・一事業あたりの上限額を設けて補助している。
・補助金交付に当たり、事業に要する経費について精査を
行っている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

812

平成24年度

平成27年度

・公募により調査研究事業を行う点で類似しているが、それぞ
れ異なる福祉分野（障害者、高齢者）を対象としており、適切
な役割分担となっている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

見合ったものになっている。

事業番号

関
連
事
業 社会・援護局障害保健福祉部

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○ 活動実績については、ほぼ見込みどおりである。

○

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

本事業の公募状況、採択結果、実績報告等の掲載HP（厚生労働省HP）
http://www.mhlw.go.jp//stf/seisakunitsuite/bunya/0000083671.html

所管府省・部局名

・第三者委員会による評価に基づき、効果的な事業の採択を
行っている。

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

-

受益者との負担関係は妥当であるか。
・公募要領において経費にかかる説明をしており、妥当であ
る。

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

事業所管部局による点検・改善



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

旅費

1

金　額
(百万円）

A.株式会社　三菱総合研究所
費目・使途

（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

シンポジウム会場費、通信運搬費（調査票。
調査研究報告書等送料）

その他

印刷製本費 調査票、調査研究報告書等作成 1

委託料 調査データ入力業務等委託

精査中

35

使　途

賃金

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

精査中調査研究者への賃金

費　目

調査旅費 4

報酬 シンポジウム出席謝金、調査協力謝金

B.

2

金　額
(百万円）

107

費　目 使　途

計 150 計 0

厚生労働省

１，３７６百万円

高齢者福祉施策の充実や介護保険制度の適正な運営に資する

事業を公募により募集し、評価委員会の評価結果に基づき採択

Ａ．都道府県、市町村、民間団体

（計１１３）

【１，３７６百万円】

調査研究事業の実施

委託会社等（11社）

〈株式会社 三菱総合研究所の例〉

【３５百万円】

調査データ入力・集計業務等

公募・補助

【随意契約（その他）等】



支出先上位１０者リスト
A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

株式会社　三菱総合
研究所

三菱ＵＦＪリサーチ＆
コンサルティング株式
会社

株式会社 日本総合
研究所

独立行政法人　国立
長寿医療研究セン
ター

株式会社日本能率協
会総合研究所

株式会社　野村総合
研究所

みずほ情報総研株式
会社

特定非営利活動法人
地域ケア政策ネット
ワーク

一般社団法人　シル
バーサービス振興会

公益社団法人 全国
国民健康保険診療施
設協議会

株式会社美巧社 7013101003970 リーフレットデザイン 0.7
随意契約
（その他）

- -

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

介護保険制度の地域区分
に関わる補助作業

0.8
随意契約
（その他）

- -

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - -

株式会社サーベイリ
サーチセンター

6011501006529 アンケート調査・集計 0.7
随意契約
（その他）

- -

一般社団法人日本ユ
ニットケア推進セン
ター

9010005018417
「試行研修用指導要領」「試
行研修用テキスト」の原稿
作成等業務

2
随意契約
（その他）

- -

株式会社東京地図研
究社

7012401001123

5 - -

- -

4

- -

8

7

9

6

1

- -

-

10

-

- -

2

3

-

-

-

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

2

-

有限会社経済情報セ
ンター

7010502003682
地域包括業務実態調査
データ整理・集計等作業

4

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

エム・アール・アイリ
サーチアソシエイツ
株式会社

7010001012532
調査票発送・回収・入力・集
計作業、ヒアリング調査等
支援、データ分析支援

21
随意契約
（その他）

-

随意契約
（その他）

- -

東芝ソリューション株
式会社

7010401052137
研修教材用画像コンテンツ
等作成業務

3
随意契約
（その他）

- -

6

7

4

5

公益社団法人全国老
人福祉施設協議会

8010005013815
施行研修講師養成および
試行研修の企画運営業務

2
随意契約
（その他）

- -

10

8

9

株式会社社会保険出
版社

4010001018796
地域包括支援センター　ヒ
アリング調査

0.7
随意契約
（その他）

- -

一般社団法人全国個
室ユニット型施設推
進協議会

7020005006777
「試行研修用指導要領」「試
行研修用テキスト」の原稿
作成等業務

2
随意契約
（その他）

- -

-

- -

法　人　番　号

3010401011971

4010701026082

4180005012861

5010401023057

4010001054032

9010001027685

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式

-

- -

-

-

-

-

-51

6010001030403 150

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

-

-

-

-

-

- - -

108

56

54

42

42

38

6011105001810

8010405010395

4010405010465

高齢者福祉施策の充実や
介護保険制度の適正な運
営に資する調査研究事業

高齢者福祉施策の充実や
介護保険制度の適正な運
営に資する調査研究事業

高齢者福祉施策の充実や
介護保険制度の適正な運
営に資する調査研究事業

高齢者福祉施策の充実や
介護保険制度の適正な運
営に資する調査研究事業

高齢者福祉施策の充実や
介護保険制度の適正な運
営に資する調査研究事業

高齢者福祉施策の充実や
介護保険制度の適正な運
営に資する調査研究事業

高齢者福祉施策の充実や
介護保険制度の適正な運
営に資する調査研究事業

高齢者福祉施策の充実や
介護保険制度の適正な運
営に資する調査研究事業

高齢者福祉施策の充実や
介護保険制度の適正な運
営に資する調査研究事業

高齢者福祉施策の充実や
介護保険制度の適正な運
営に資する調査研究事業

54

54


